
第2-2-23図 ギリシャの産業構造（13年）

第2-2-24図 ギリシャ、スペイン、ポルトガルの

実質経済成長率

第2-2-25図 英国への純移民数の推移

コラム2-2 図 ユーロ圏の潜在成長率と各項目

の寄与度

コラム2-3 表 06年以降のスウェーデンの労働

市場改革

第2-3-1図 実質経済成長率

第2-3-2表 成長目標と政策スタンス

第2-3-3表 地方政府債務問題の進捗状況

第2-3-4表 金融制度改革の進捗状況

第2-3-5図 第三次産業の成長

第2-3-6図 インターネット小売額

第2-3-7図 物流関係指標

第2-3-8図 固定資産投資

第2-3-9図 業種別固定資産投資（製造業）

第2-3-10図 生産・在庫バランス（業種別）

第2-3-11図 企業収益（一定規模以上）の推移

第2-3-12表 企業収益（業種別）

第2-3-13図 社会消費品小売総額

第2-3-14図 品目別小売売上

第2-3-15図 貿易動向

第2-3-16図 都市部新規就業者数

第2-3-17図 ＰＭＩ（雇用）

第2-3-18図 物価動向

第2-3-19図 政策金利

第2-3-20図 中国の輸入分類

第2-3-21図 アジア主要国の中国向け輸出

第2-3-22表 中国向け主要輸出品目

第2-3-23図 アジア主要国の中国向け輸出と

中国輸入との相関

第2-4-1表 国際機関による見通し

第2-4-2表 新興国の耐性

第2-4-3表 国際機関等の見通し

第2-4-4図 ユーロ圏及び英国の実質経済成長率

第2-4-5表 ヨーロッパ主要国の国際機関等の見通し

第2-4-6表 国際機関の見通し

凡 例

（１）本報告書で用いた年次は、特記しない限り暦年（１～ 月）である。

（２）「国」という表現には「地域」を含む場合がある。

（３）本報告書では、特記しない限り原則として、各国・地域を以下のように分類

している。

・先進国：ＯＥＣＤ加盟国。

・途上国：先進国以外の国。

なお、途上国の中でも、特にＧ に参加する中国やインド等を中心

に、高い経済成長を遂げている国々を「新興国」と呼ぶ。

（４）通貨価値の増（減）価率は、ＩＭＦ方式（１ドル当たりの自国通貨表示を（比

較年時－基準年時） 比較年時で計算したもの）によっている。

※本報告は原則として平成 年５月 日までに入手したデータに基づいている。
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